
身体的拘束等の適正化のための指針 

特定非営利活動法人まあるい心ちゃれんじどの応援団 

 

１．理念 

身体的拘束は利用者の活動の自由を制限するものであり、利用者の尊厳ある生活を阻むも

のである。特定非営利活動法人まあるい心ちゃれんじどの応援団が運営するＲｅｎｅｅ福祉

サービス（以下「事業所」という。）では、利用者の尊厳と主体性を尊重し、身体拘束等を

安易に正当化することなく職員一人ひとりがその弊害を理解し、身体拘束防止に向けた意識

を持ち、慎重に支援を実施する。 

 

２．根拠となる法律 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法） 

障害者虐待の防止、障害者の擁護者に対する支援に関する法律（障害者虐待防止法） 

       

３．事業所における身体拘束等の適正化に関する基本的な考え方 

  「正当な理由なく障害者の身体を拘束すること」は、身体的虐待に該当する行為である。 

身体拘束は、関節の拘縮や筋力、心肺機能等身体機能の低下、褥瘡の発生等の身体的弊害、

意思に反して行動を抑制されることによる不安や諦め、屈辱、苦痛といった精神的弊害をも

たらす。また、家族にも大きな精神的負担が生じる。職員のモチベーションの低下・支援技

術の低下も招く。身体拘束の廃止は、本人の尊厳を回復し、悪循環を止める虐待防止におい

て欠くことのできない取り組みである。利用者の尊厳と主体性を尊重し、拘束を安易に正当

化することなく職員一人ひとりが身体的・精神的弊害を理解し、拘束廃止に向けた意識を持

ち、身体拘束をしない支援の実施に努める。 

 

４．身体拘束適正化委員会その他事業所内の組織に関する事項 

  （１）委員会の所掌事項 

① 身体拘束等適正化のための指針の整備、見直し 

② 身体拘束等適正化のための指針の周知 

③ 身体拘束適正化委員会の開催内容の周知 

   ④  記録の整備 

⑤ 啓発活動 

⑥ 緊急やむを得ない場合の検討 

⑦ 身体拘束を実施した場合の解除の検討 

   ⑧ 身体拘束等の適正化のための研修 

  

 （２）委員会の構成 

   ①   委員長は、委員会を代表し、議事その他の会務を総括する。 



   ②   委員の選任については、当該事業所の管理者、責任者、その他必要と認める者の中 

で理事会が指名した者とする。 

   ③   委員の中から虐待防止対応責任者を選出する。（虐待防止対応責任者は身体拘束 

適正化対応責任者と兼務する） 

   ④   委員長に事故がある時又は委員長が欠けた時には、理事会が指名した者がその会 

を務める。 

   ⑤   委員には、内部もしくは外部の第三者委員を加えることができる。 

 

 （３）委員会の開催 

   ①   委員会は、年１回の定例会を開催するものとする。（虐待防止委員会と身体拘束等

の適正化委員会を一体的に開催） 

   ②   委員長は書記を指名し、議事録を整備、保管する。 

   ③   委員会は、協議のため必要がある時は、委員以外の者の出席を求め、説明又は意見

を聴くことができる。 

   ④   随時に委員会の開催の必要がある時は、委員長が招集し開催する。 

 

５．身体拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 

 （１）職員に対する身体拘束等の適正化のための研修の内容は、身体拘束等に関する基礎的

内容等の適切な知識を普及・啓発するものであるとともに、本指針に基づき、身体拘束

等の適正化を徹底する。 

（２） 研修は、年１回以上行い、新規採用時には必ず研修を実施する。 

 

６．身体拘束等発生時の対応に関する基本方針 

  身体拘束等の事案については、その全ての案件を虐待防止委員会に報告するものとする。 

 

７．事業所内で発生した身体拘束等の報告方法の方策に関する基本方針 

（１）緊急やむを得ない場合とは、以下の要件を全て満たすことが必要である。 

      ・切迫性：生命又は身体が危険にさらされる緊急性が著しく高いこと 

      ・非代替性：身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替法がないこと 

      ・一時性：身体拘束その他の行動制限が一時的なものであること 

   

（２）やむを得ず身体拘束を行うときの手続き 

  ・理事長をトップとした委員会による決定であること 

・個別支援計画への記載 

・本人・家族への十分な説明 

・高知市障がい福祉課への相談、報告 

・必要な事項の記録 

 



（３）必要な記録の整備 

  ・態様及び時間 

  ・その際の利用者の身心の状況並びに緊急やむを得ない理由 

  ・経過記録 

  ・解除のための検討 

  ・その他必要な事項 

 

８．利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

  本指針はホームページにて公表し、利用者等からの閲覧の求めには速やかに応じる。 

 

９．その他身体拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

  研修会のほか、社会福祉協議会等により提供される身体拘束等の適正化に関する研修等に

は積極的に参加し、利用者の権利擁護とサービスの質を低下させないよう常に研鑽を図る。 

 

 

附則 この指針は令和７年９月１日より施行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


